
総括表（市町村）

健全化判断比率

一般会計等の一覧 事業会計の一覧 公営企業（法適）の一覧 公営企業（法非適）の一覧 関係する一部事務組合等一覧 地方公社・第三セクター等一覧

（注釈）※1：経常収支比率の( )内の数値は、令和元年度は「減収補塡債（特例分）」及び「臨時財政対策債」を、令和2年度は「減収補塡債（特例分）」「猶予特例債」及び「臨時財政対策債」を除いて算出したものである。
※2：各会計の一覧は主な会計（10会計まで）を記載している。
※3：地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、「地方公社・第三セクター等」の団体名に○印を付与している。
※4：資金不足比率欄には、資金が不足している会計のみ記載している。
※5：産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、分類不能の産業を除いて算出。
※6：個人情報保護の観点から、対象となる職員数が1人又は2人の場合は、｢給料月額(百円)｣と｢一人当たり給料月額（百円）｣を｢アスタリスク（＊）｣としている。（その他、数値のない欄については、すべてハイフン（－）としている）。
※7：人口については、調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

令和2年度(千円･％) 令和元年度(千円･％)

歳入総額 8,856,885 7,438,294 実質収支比率 7.4 7.4

令和2年度　財政状況資料集

都道府県名 三重県 市町村類型 Ⅱ－１
指定団体等の指定状況

区分 令和2年度(千円) 令和元年度(千円) 区分

85.8 84.77,071,031 経常収支比率

市町村名 大紀町 地方交付税種地 2-2

財源超過 × 歳入歳出差引 389,778

財政健全化等 × 歳出総額 8,467,107

近畿 × 実質収支 345,636

367,263 　　(※1) ( 88.2 ) ( 87.1 )

首都 × 翌年度に繰越すべき財源 44,142 31,057 標準財政規模 4,683,956 4,554,376

336,206 財政力指数 0.19 0.19

単年度収支 9,430 84,061 公債費負担比率 21.3 24.2

人口

令和2年国調(人) 7,815

産業構造 (※5)

中部 ×

平成27年国調(人) 8,939 過疎 ○ 積立金 1,043 1,043

増減率  (％) -12.6 山振 ○ 繰上償還金 0 0 　実質赤字比率 - -

住民基本台帳人口
 (※7)

令03.01.01(人) 8,121 区分 平成27年国調 平成22年国調 低開発

令02.01.01(人) 8,344 10.7 9.8

-

うち日本人(人) 8,026
第1次

429 420 指数表選定 ○

× 積立金取崩し額 33,000 0 　連結実質赤字比率 -

　将来負担比率 10.0 28.5

85,104 　実質公債費比率 11.8 11.2

基準財政収入額 834,376 771,490 資金不足比率 (※4)

実質単年度収支 -22,527

-2.7 29.7 32.1

うち日本人(人) 8,264
第2次

1,191 1,373

うち日本人(％) -2.9 
第3次

2,386 2,486 標準税収入額等 1,021,143

基準財政需要額 4,374,910 4,209,791

958,872

経常経費充当一般財源等 4,037,783 3,895,496

増減率  (％)

面積 (k㎡) 233.32 59.6 58.1

世帯数 (世帯) 3,404

人口密度 (人/k㎡) 33 歳入一般財源等 5,828,332 5,205,112

職員の状況

特
別
職
等

区分 定数
1人あたり平均
給料月額(百円)

一
般
職
員
等

(

※
6

)

区分

市区町村長 1 7,700 一般職員

ラスパイレス指数

　うち技能労務職員

2,200 臨時職員

地方債現在高 10,273,652 10,173,057

職員数
(人)

給料月額
(百円)

1人あたり平均
給料月額(百円)

副市区町村長 1 5,600 　うち消防職員 - - - 債務負担行為額（支出予定額） 680,000

3,008 　うち公的資金 5,518,700 5,366,680

680,000

122 366,976

- -

議会議長 1 2,850 教育公務員 - - - 土地開発基金現在高 50,000

2,689 収益事業収入 - -

50,000

教育長 1 5,200 13 34,957

93.3 その他特定目的基金

議会議員 9 2,000 合計 122 366,976 3,008 減債基金

-

積立金
現在高

財政調整基金 1,835,393 1,867,350

109,712 109,642

3,002,780 2,996,751

議会副議長 1

(※3)

(1) 一般会計 (2) 国民健康保険特別会計 (5) 水道事業会計 (6)

項番 会計名 項番 組合等名 項番 団体名項番 会計名 項番 会計名 項番 会計名

わたらい老人福祉施設組合 (15)

(8)

奥伊勢ハイウェイパーク

(3) 介護保険特別会計 (7) 奥伊勢広域行政組合

(10)

三重県市町総合事務組合

(9) 紀勢地区広域消防事務組合

(4) 後期高齢者医療事業特別会計

荷坂やすらぎ苑組合

(11) 香肌奥伊勢資源化広域連合

度会広域連合(12)

(14)

(13) 三重地方税管理回収機構

三重県後期高齢者医療広域連合
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(1) 普通会計の状況（市町村）

・計

(注釈)
　　普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、
　単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

令和2年度 三重県大紀町

歳入の状況（単位 千円・％） 地方税の状況（単位 千円・％） 歳出の状況（単位 千円・％）
区分 決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 区分 収入済額 構成比 超過課税分 目的別歳出の状況（単位 千円・％）

地方税 712,282 8.0 712,282 15.6 構成比 (A)のうち普通建設事業費 (A)のうち充当一般財源等
地方譲与税 93,114 1.1 93,114 2.0 　法定普通税 712,282

普通税 712,282 100.0 - 区分 決算額 (A)
67,739100.0 -

利子割交付金 839 0.0 839 0.0 　　市町村民税 304,179 42.7 -
議会費 67,739 0.8 -
総務費 1,906,360 22.5 110,563 915,252

配当割交付金 3,891 0.0 3,891 0.1 18.7 30,931 1,131,338
株式等譲渡所得割交付金 4,192 0.0 4,192 0.1 　　　所得割 263,564

　　　個人均等割 12,872 1.8 - 民生費 1,583,891
568,47037.0 -

分離課税所得割交付金 - - - - 　　　法人均等割 15,927 2.2 -
衛生費 738,472 8.7 11,578
労働費 - - - -

地方消費税交付金 188,104 2.1 188,104 4.1 5.9 310,748 282,197
ゴルフ場利用税交付金 - - - - 　　固定資産税 336,497

　　　法人税割 11,816 1.7 - 農林水産業費 499,278
241,20547.2 -

特別地方消費税交付金 - - - - 　　　うち純固定資産税 336,326 47.2 -
商工費 255,374 3.0 6,213
土木費 622,381 7.4 540,293 253,799

自動車取得税交付金 3 0.0 3 0.0 12.6 636,744 344,681
軽油引取税交付金 - - - - 　　市町村たばこ税 39,774

　　軽自動車税 31,114 4.4 - 消防費 1,068,303
392,3295.6 -

自動車税環境性能割交付金 5,637 0.1 5,637 0.1 　　鉱産税 718 0.1 -
教育費 469,896 5.5 73,348
災害復旧費 7,600 0.1 - 632

法人事業税交付金 1,884 0.0 1,884 0.0 14.7 - 1,240,912
地方特例交付金 5,731 0.1 5,731 0.1 　法定外普通税 -

　　特別土地保有税 - - - 公債費 1,247,813
-- -

　個人住民税減収補塡特例交付金 2,349 0.0 2,349 0.1 目的税 - - -
諸支出金 - - -
前年度繰上充用金 - - - -

　自動車税減収補塡特例交付金 2,693 0.0 2,693 0.1 100.0 1,720,418 5,438,554
　軽自動車税減収補塡特例交付金 689 0.0 689 0.0 　　入湯税 -

　法定目的税 - - - 歳出合計 8,467,107
- -

区分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率
性質別歳出の状況（単位 千円・％）

　普通交付税 3,535,185 39.9 3,535,185 77.3 　　都市計画税 - - -
地方交付税 3,843,730 43.4 3,535,185 77.3 　　事業所税 - - -

2,531,555 2,393,308 50.9
　震災復興特別交付税 - - - - 　法定外目的税 -

- - - 義務的経費計 2,843,581 33.6　特別交付税 308,545 3.5 - - 　　水利地益税等
21.4- 1,004,675

3.1
-

交通安全対策特別交付金 658 0.0 658 0.0 合計 712,282 100.0 -
- 　　うち職員給 692,240 8.2 685,513 -(一般財源計)

- 　人件費 1,165,424 13.8 1,142,922

26.4
内
訳

4,859,407 54.9 4,550,862 99.5 旧法による税 - -

1,240,912 1,240,912
　扶助費 430,344 5.1 147,721 147,721

区分 令和2年度

26.4
使用料 19,592 0.2 - -

　公債費 1,247,813 14.7分担金・負担金 3,807 0.0 - -
元利償還金 1,247,813 14.7

令和元年度 　うち元金 1,198,805 14.2 1,191,920 1,191,920
1,240,912 1,240,912

25.3
国庫支出金 1,582,402 17.9 0.6 48,992 48,992 1.097.5 　うち利子- -

徴収率
(％)

現
年

国有提供交付金(特別区財調交付金) - - - -

手数料 4,348 0.0 - -

- - - - -98.4 一時借入金利子
合計 99.0 97.7 98.9 49,008
市町村民税 99.3 98.5 99.2

8.3
3,895,508 46.0 2,425,869 1,644,475 35.0

財産収入 21,527 0.2 13,997 0.3
純固定資産税 98.7 96.9 98.5 96.6 その他の経費都道府県支出金 264,067 3.0 - -

391,004
0.8 - - 公営事業等への繰出

　物件費 667,800
国民健康保険事業会計の状況

7.9 540,898

　補助費等 2,189,050 25.9 1,021,143 680,012 14.5
1.8　維持補修費 105,008 1.2 101,180 85,207

繰入金 299,514 3.4 - - 合計 995,966 実質収支 7,217
寄附金 74,189

363,508 359,125 7.6
諸収入 60,711 0.7 10,216 0.2 工業用水道 -

311,500 再差引収支 -56,022 　　うち一部事務組合負担金 592,508 7.0繰越金 367,263 4.1 - - 上水道

　前年度繰上充用金 - - -

地方債 1,299,400 14.7 - - 交通 - 被保険者数(人)
保険税(料)収入額

488,252 10.41,451 　繰出金 684,466 8.1 592,648
-2,158 　積立金 249,184 2.9 170,000 -

加入世帯数(世帯)

-
　うち猶予特例債 - - - - 国民健康保険 139,243 国庫支出金 1

69 　投資・出資金・貸付金 - - - -　うち減収補塡債(特例分) - - - - 電気 -
被保険者
1人当り

481,130
歳入合計 8,856,885 100.0 4,575,733 100.0 　　うち人件費 50,055

545,223 保険給付費 426 投資的経費計 1,728,018 20.4　うち臨時財政対策債 127,600 1.4 - - その他

　うち補助 339,685 4.0 97,558

0.6 50,055
普通建設事業費 1,720,418 20.3 480,498

歳出合計 8,467,107 100.0 5,438,554
失業対策事業費 - - -

内
訳

災害復旧事業費 7,600 0.1 632
　うち単独 1,357,733 16.0 379,340
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